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成田市公設地方卸売市場 自動販売機設置事業者 

募集要項 

１． 目的 

この要項は、成田市公設地方卸売市場において、市場利用者等が利用する自動販売機

（以下「自販機」という。）の設置予定業者を選定するために、必要な手続きを定めるもの

です。自販機設置業者（以下「設置業者」という。）の入札に参加しようとする者は、この要

項をよく読み、次の各事項を承知のうえ、お申込みください。 

 

２．  自販機設置公募物件 

(1) 件  名   市有財産一時貸付（成田市公設地方卸売市場） 

(2) 物件詳細 

所 在 地 成田市天神峰８０－１  

名 称 成田市公設地方卸売市場 

場 所 高機能物流棟３階（屋内） 

設 置 台 数 飲料自販機１台、食品自販機１台 

設置許容寸法 幅２６８ｃｍ×奥行８０ｃｍ×高さ２１０ｃｍ以内 

販 売 品 目 ビン、カン、ペットボトル等密閉容器（一般的な清涼飲料等） 

          フィルム、袋、紙パック等密閉容器（一般的な軽食等） 

最 低 価 格 総額 240,000円（税抜き） 

(3) 入札形態   郵便入札 

(4) 設置場所等の詳細は、別添の物件明細書を参照してください。 

(5) 商品補充等の日常管理に支障がないか、応募前に必ず現況を確認してください。ま

た、物件明細書と現況に違いがある場合は、現況を優先します。 

なお、現況確認の時間は、午前９時から午後４時３０分までとします。 

(6) 設置許容面積には、空き容器回収ボックスの設置スペースは含みません。 

(7) 最低価格には消費税相当分を含みません。 

(8) 本件は自動販売機２台（飲料用１台、食品用１台）の設置を１社が実施するものです。 

 

３． 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

(2) 法人税（個人にあっては所得税）並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者。 

(3) 法人市民税（個人にあっては住民税）を滞納していない者。 

(4) 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者でないこと。 

(5) 過去２年において、自販機の設置業務（自らが管理・運営するものに限る。）の実績を

有していること。 

(6) 法令等の規定により販売について許認可等を要する場合は、許認可等の免許を有し
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ていること。 

(7) 成田市暴力団排除条例（平成２４年条例第３９号）第２条に規定する暴力団、暴力団員、

暴力団員等又は同条例第９条に規定する暴力団密接関係者に該当する者でないこと。 

(8) 千葉県暴力団排除条例（平成２３年条例第４号）第２３条第１項又は同条第２項に違反

している事実がないこと。 

(9) 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かす

団体に属する者でないこと。 

 

４． 契約上の主な条件 

(1) 貸付契約の内容 

本件の契約については、地方自治法第２３８条の４第２項第４号の規定に基づく貸

付契約です。 

(2) 貸付期間 

貸付期間 令和８年６月１日から令和１３年５月３１日まで（６０ヵ月間） 

貸付期間には、設置及び撤去に要する期間を含みます。 

(3) 貸付料等 

① 貸付料 

成田市が設定する最低価格以上で、最高の入札価格に消費税相当額を加算し

た額をもって貸付料とします。貸付料は、当初の年度分は貸付期間の開始から

起算して３０日以内に、それ以降の年度分の貸付料については、当該年度の４月

３０日までに、成田市が発行する納入通知書により、一括で納入してください。 

② 電気料 

自販機設置に係る電気料金については設置業者の負担とし、成田市が発行す

る納入通知書により、指定された期限までに納入してください。 

使用した電気料金については、当該自販機用の積算電力計（個別メーター）を

設置業者の負担により設置し、次の算定方式により算定します。 

電気料金＝電力を使用した事業者による使用量に応じて按分した基本 

使用料＋月額電気使用料金 

月額電気使用料金＝電気量単価（税込）×個別メーターの月間消費電力量 

③ その他必要経費等 

自販機の設置、撤去等及び維持管理に必要する経費は、設置業者の負担とし

ます。 

④ 遅延損害金 

指定期日までに貸付料等の支払いがないときは、指定期日の翌日から納入の

日までの日数に応じ、年３％の割合を乗じて計算した金額に相当する遅延損害

金を加算して支払わなければなりません。 

(4) 貸付上の制限等 

次の事項を遵守してください。 
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① 貸付物件を自販機設置業務以外の用途に供しないこと。 

② 自販機設置に関する権利を第三者に譲渡又は転貸しないこと。 

③ 販売品目はメーカー希望小売価格よりも高い価格で販売しないこと。 

④ 酒類及びその他類似品の販売をしないこと。 

(5) 設置する自動販売機 

① 本体規格については、設置許容寸法以内で、できる限りユニバーサルデザインの

機種とすること。 

② 自販機の設置に当たっては、転倒防止等の安全に十分注意すること。 

③ 「自販機堅牢化基準」（日本自動販売機工業会作成）を遵守し、犯罪防止に努める

こと。 

④ 省エネルギー（ヒートポンプ、ゾーンクーリング、照明の自動点滅・減光、学習省エ

ネ、真空断熱材使用、ピークカット等）の機種とすること。 

⑤ フロン・代替フロン等を使用しない環境対策を考慮した機種とすること。 

(6) 維持管理責任 

次の事項を遵守してください。 

① 自販機の維持管理は設置業者が責任をもって行い、常に商品の賞味期限に注意

を払うとともに、在庫・補充管理を適切に行うこと。 

② 成田市指定の位置に、販売する飲料の容器（缶・ビン・ペットボトル等）の種類に

応じた空き容器分別回収ボックスを設置するとともに、設置業者の責任で適切

に回収・リサイクルをすること。 

③ 衛生管理及び感染症対策については、関係法令等の遵守・徹底を図るとともに、

関係機関等への届出、検査等が必要な場合は遅滞なく手続きを行うこと。 

④ 自販機の故障に伴う問い合わせ、苦情等については設置業者の責任において対

応するものとし、連絡先を見やすい位置に明記すること。 

⑤ 自販機の売上額及び本（個）数について、月ごとに集計を行い、３ヵ月ごとに自動

販売機売上報告書（第７号様式）にて報告すること。 

(7) 原状回復 

設置業者は、貸付期間が満了したときは指定期日までに原状回復してください。 

(8) 設置業者の自己都合による契約解除及び違約金 

 設置業者は、契約期間中に自己都合により契約を解除する場合には、貸付料とは別

に、貸付料の１００分の１０に相当する額を違約金として成田市にお支払いいただき

ます。 

 なお、この場合、同物件にかかる次回以降の公募参加に制限があります。 

 

 

５． 入札参加申込等 

申込みにあたっては、本要項を熟読し、契約条件、現況等をご自身で確認の上、お申込

みください。 
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(1) 申込受付期間及び提出場所 

① 期  間 公告の日から令和８年 4月 22日（水）まで 

（土・日曜日及び祝日を除く。） 

② 場  所 〒２８６－０１０２ 

 千葉県成田市天神峰８０番地１ 

成田市経済部卸売市場 

（成田市公設地方卸売市場 高機能物流棟３階 管理事務所） 

③ 提出方法 簡易書留による郵送 

令和８年 4月 22日（水）午後５時必着 

(2) 提出書類 

①から④までの書類は、いずれも発行後３ヵ月以内のもの（複写したものは不可）

とします。 

① 入札参加申込書（第１号様式） 

② 印鑑証明書 

③ 委任状（第３号様式） 

④ 証明書類 

ア 法人の場合 

· 登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

· 国税の納税証明書（全ての国税で、納税証明書その３の３を提出） 

· 法人市町村税の納税証明書（未納税額がない証明書） 

イ 個人の場合 

· 住民票 

· 国税の納税証明書（全ての国税で、納税証明書その３の２を提出） 

· 住民税の納税証明書（未納税額がない証明書） 

⑤ 過去２年における自販機の設置を行った実績を証明する書類（自動販売機設置

運営業務実績報告書（第２号様式）、使用許可書、契約書等の写し等） 

成田市、国（公社、公団を含む。）又は他の地方公共団体にて設置した実績が

あれば、優先的に記載又は提出してください。 

⑥ 設置予定の自販機のカタログ 

(3) 入札参加資格の確認結果通知 

審査の結果、資格があると認められた者には、入札参加申込書に成田市の受付印

を押印したものの写しを郵送します。 

 

６． 質疑応答 

(1) 質問期限 公告の日から令和８年 4月 13日（月）午後５時まで 

(2) 質問方法 E-mailにより質問書（第４号様式）を提出してください。ただし、 

E-mailが利用できない場合は、卸売市場に事前に電話で連絡したうえ、 

FAXで提出してください。 
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E-mail:ichiba@city.narita.chiba.jp 

TEL:0476-37-7018 FAX:0476-37-7023 

(3) 回  答 令和８年 4月 15日（水）までに、成田市ホームページに掲載します。 

      https://www.city.narita.chiba.jp/business/page0139_00034.html 

７． 入札 

(1) 入札期間 令和８年４月 23日（木）から令和８年 5月１２日（火）まで 

(2) 入札方法 簡易書留による郵送に限る 

(3) 宛  先 〒２８６－０１０２ 

千葉県成田市天神峰８０番地１ 

成田市経済部卸売市場 

（成田市公設地方卸売市場 高機能物流棟３階 管理事務所） 

(4) 提出書類 入札書（第５号様式） 

 入札書を封入の上、封筒表面に「入札書在中」と朱書きし、封筒裏面に「会

社名」及び「件名」を記載してください。 

 

８． 入札に関する注意事項 

(1) 入札書は、所定の様式を用い、代表者又は年間受任者が署名又は記名のうえ押印し

てください。 

(2) 入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積

もった貸付希望額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載してください。 

(3) 最初の数字の前に「￥」又は「金」を必ず記入してください。 

(4) 入札書提出後には、書換、引換、撤回をすることはできません。 

(5) 以下に該当する入札書は無効とします。 

① 入札に参加する資格を有しない者の入札 

② 金額の記入がないあるいは金額を訂正した入札書 

③ 記名押印を欠く入札書 

④ 誤字脱字等により意思表示が不明瞭な入札書 

⑤ 明らかに談合であると認められる入札 

⑥ 同一物件の入札について、２通以上の入札書を提出した者の入札 

⑦ 入札に関し、不正行為があった場合の入札 

⑧ その他指定した以外の方法により入札した場合 

(6) 落札となるべき同価の入札者が２者以上のときは、後日くじ引きにより落札者を決

定します。 
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９． 入札保証金 

免除 

 

１０． 開札 

(1) 日時  令和８年 5月 13日（水）午後２時から 

(2) 場所  〒２８６－０１０２ 

千葉県成田市天神峰８０番地１ 

成田市経済部卸売市場 

（成田市公設地方卸売市場 高機能物流棟３階 大会議室） 

 

１１． 開札の立ち会い 

(1) 入札者は、開札に立会うことができます。立会いを希望する者は、以下のとおり連絡

してください。 

① 連絡期限 令和８年 5月１１日（月）まで 

② 連 絡 先 成田市経済部卸売市場 

③ 連絡方法 E-mail又は FAX 

(2) 立会の際は、印鑑（立会う者の個人印）を持参してください。 

(3) 入札者の中に開札に立会う者がいない場合、入札事務に関係のない成田市職員を立

会わせて開札します。 

 

１２． 落札者の決定方法 

落札者の決定は、物件に設定された最低価格以上で最高の価格をもって入札した

者を落札者として決定します。 

(1) 落札額及び貸付料の決定 

入札書に記載された金額に消費税相当額（当該金額の１００分の１０に相当する額）

を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とします。 

貸付期間の中途において消費税率が改定された場合には、改正後の貸付料に係る

消費税額については、改定後の消費税率によるものとします。 

 

１３． 契約の締結 

(1) 落札者は、落札決定の日から７日以内に成田市と市有財産の一時貸付について契約

を締結していただきます。 

(2) 落札者は、販売予定の商品一覧表を、落札決定後速やかに提出してください。 

(3) 正当な理由がなく指定期日までに契約を締結しない場合、又は、指定期日までの間

に契約締結辞退届（第６号様式）が提出された場合は、設置者の決定を取り消し、入

札金額の高い順に契約交渉を行います。 

(4) 正当な理由がなく指定期日までに契約を締結しない者は、次回からの入札参加資格
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がないものとします。 

 

１４． 契約保証金 

免除 

 

１５． その他 

(1) 入札した者は、入札後、募集要項等についての不明を理由として異議を申し立てるこ

とはできません。 

(2) 入札執行は、成田市の都合又は入札を公平に執行することができないと認めるとき

は、延期又は取りやめることができます。この場合において、異議を申し立てること

はできません。 

(3) 入札結果（落札金額、落札者）を成田市ホームページで公表します。 

 

参考資料  

販売実績 

期間 飲料（本） 食品（個） 合計 

令和５年度（R５.４.１～R６.３.３１） 1,688 933 2,621 

令和６年度（R６.４.１～R７.３.３１） 1,323 741 2,064 

令和７年度（R７.４.１～R７.１２.３１） 1,258 901 2,159 

 


